
令和５年度
宮崎市当初予算案のポイント



予算編成の基本的な考え方

１　戦略プロジェクトの積極的な推進

〇 市役所改革推進プランに基づき、業務の生産性を高め、成果を重視し、限られた予算 の有効活用を図る。

〇 宮崎市中期財政計画における目標を達成するため、歳入確保や事業の見直しによる経費の節減、投資の

　 厳選による市債残高の圧縮を図る。

〇 第五次宮崎市総合計画基本計画に新たに設定した『戦略プロジェクト』に優先的かつ重点的に取組む。

 【戦略プロジェクトの３つの柱】

　　　◆力強い経済への挑戦  ◆誰一人取り残さない社会づくり  ◆未来への投資

２　市役所改革推進プランの推進と健全財政の確立

３　公民連携と自治体ＤＸの推進
〇 民間主導・行政支援による公民連携の推進を図る。

〇 宮崎市ＤＸ推進方針に基づき、デジタル技術を最大限に活用し、市民一人ひとりが豊 かに暮らせる

　 まちづくりを推進する。

令和５年度当初予算編成にあたっては、

 ◎ 宮崎市中期財政計画に設定した財政目標を達成しつつ、真に必要な市民サービスを提供で

　  きるよう以下の３つの基本方針のもと予算編成を行った。
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一般会計当初予算の規模
◎一般会計当初予算として、過去最大の規模

　◆これまで最大であった令和４年度当初予算（肉付け予算含む）を上回る規模

　　　令和4年度　1,699億4,984万円

　　　　　　　　　　　 ⇒ 令和5年度　1,814億8,000万円（115億3,016万円増、＋6.8%）

◆主な要因

　　・新庁舎建設に備えた基金積立　　（＋15億円）

　　・ふるさと納税関連経費の増　　　（＋35億円）

　　・エコクリーンプラザみやざき基幹的設備改良事業　（＋22.7億円）

　　　　　　　　　一般会計当初予算の推移（単位：百万円）

1,658億6千万円
1,699億5千万円

1,814億8千万円
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会計別の予算規模

◎一般会計 1,814億8,000万円 （対前年度比 +115億3,016万円、+6.8%）

◎特別会計 1,075億6,700万円 （対前年度比 ＋15億4,800万円、＋1.5%）
　主な増減　・国民健康保険特別会計　　　＋4億4,700万円（＋ 1.1%）

　　　　　　・後期高齢者医療特別会計　　＋6億4,000万円（＋12.1%）

　　　　　　・公債管理特別会計　　　　　＋4億6,900万円（＋ 2.6%）

　　　　　　・宅地造成事業特別会計　　　△2億2,500万円（△29.6%）

◎企業会計  387億6,900万円 （対前年度比 ＋6億8,200万円、＋1.8%）
　主な増減　・水道事業会計　　　　　　　＋3億3,300万円（＋2.4%）

　　　　　　・公共下水道事業会計　　　　＋2億7,300万円（＋1.2％）

◆全会計  3,278億1,600万円 （対前年度比 +137億6,016万円、+4.4％）

3



一般会計予算案の主な項目
•565億9,400万円（＋13億4,400万円）市税

•224億5,700万円（＋6億6,800万円）地方交付税

•391億7,453万円（＋12億2,012万円）国庫支出金

•70億619万円（＋35億332万円）寄附金

•78億3,721万円（＋33億8,920万円）繰入金

•207億2,614万円（△6億7,645万円）人件費

•609億4,448万円（＋14億3,169万円）扶助費

•173億4,159万円（＋4億3,447万円）公債費

•174億4,326万円（＋28億6,851万円）普通建設事業

•300億6,809万円（＋37億343万円）物件費

自主財源
42.9%歳入

市税　565.9億円
31.2%

寄附金　70.1億円　
3.9%

使用料・手数料19.8億円　　　　　　
1.1%

諸収入
24.9億円　1.4%

地方交付税
224.6億円
12.4%

国庫支出金
391.7億円
21.6%

依存財源
57.1%

県支出金
146.3億円
 8.1%

地方譲与
税・交付金
151.9億円
8.3%

市債
121.1億円 6.7%

歳出

義務的経費
54.６%

その他
3５.７%

投資的経費
9.７%

人件費
207.3億円　11.4%

扶助費
609.4億円　
33.6%

公債費　173.4億円　9.6%
普通建設　174.4億円　9.7%

繰出金　163.5億円
9.0%

補助費等　101.5億円
5.6%

物件費　300.7億円
16.6%
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戦略プロジェクト
プロジェクト１　力強い経済への挑戦

１－１　宮崎経済の成長

◎陸・海・空の総合交通網の充実　　　◎中心市街地の再生を図る取組の推進　　　　

◎市庁舎及び消防庁舎の早期整備　　　◎防災・減災対策の推進

◎都市インフラの整備・維持

１－２　雇用の創出・人材の確保

１－３　経済を支えるまちづくり

１－４　外貨を稼ぐ観光・スポーツ振興

◎起業、創業、事業承継の支援　　◎企業誘致の推進　　　◎移住及び定住の促進

◎在住外国人の生活及び就労支援　◎学生の県内定着支援　◎高齢者の就労支援

◎公民連携による成長戦略の推進　　　　◎デジタル基盤の整備　

◎付加価値の創出　　　　　　　　　　　◎農畜水産物の販路拡大

◎プロスポーツキャンプ受入環境の充実　◎自然環境をいかした観光資源の開発・整備

◎インバウンド受入環境の充実　　　　　◎MICE・スポーツイベントの誘致・支援
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戦略プロジェクト
プロジェクト２　誰一人取り残さない社会づくり

２－１　健康の増進・福祉の充実

◎誰もが参加しやすい地域コミュニティづくり　　◎在住外国人の生活・就労支援

◎障がい者の自立・共生に向けた環境づくり　　　◎困難を抱える世帯への支援　　　

◎性的少数者の暮らしやすい環境づくり

２－２　女性の活躍の推進

２－３　多様な市民が活躍する社会づくり

◎ジェンダー平等を実現する意識改革の推進　◎女性の就労環境の整備

◎ワーク・ライフ・バランスの推進　　　　　◎女性特有の健康問題に対する支援

◎感染症対策の充実・強化　　　　◎エビデンスに基づく病気の予防・早期発見の推進　

◎高齢者・障がい者の福祉を支える人材の育成・確保　　◎介護予防の推進
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戦略プロジェクト
プロジェクト３　未来への投資

３－１　少子化対策・子育て支援の推進

◎再生可能エネルギーの活用促進　　　◎省エネルギーの推進

◎環境負荷の少ないライフスタイルへの転換の促進

３－２　質の高い学校教育の推進

３－３　ゼロカーボンシティの実現

◎教職員の働き方改革の推進　　　　　◎教職員の人材育成

◎GIGAスクール構想の推進　　　　　 ◎学習環境の整備・促進

◎パートナーとの出会いの支援　　　　◎妊娠・出産に関する支援の充実　

◎ひとり親家庭の子育て支援　　　　　◎子どものSOSへの対策の強化

◎子どもが遊び、学べる場の整備・充実

7



戦略プロジェクトの主な事業①
（１）力強い経済への挑戦　　　46事業　46億3,882万円

①宮崎経済の成長

　・首都圏シティセールス推進事業　　　　　　　　  3,500千円

　・公民連携による公共施設マネジメント推進事業 　 7,000千円

②雇用の創出・人材の確保

　・創業者チャレンジ支援事業　　　　　　　 　　 　7,580千円

　・地元就職支援事業　　　　　　　　　　　　　  　1,600千円

③経済を支えるまちづくり

　・新庁舎建設基本計画策定事業　　　　　　　　　40,300千円

　・宮崎駅北周辺歩行者通行空間整備事業　　　　　  7,000千円

④外貨を稼ぐ観光・スポーツ振興

　・インバウンド誘客戦略事業　　　　　　　　　　11,550千円

　・宮崎の自然魅力発信事業　　　　　　　　 　　　 9,200千円
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戦略プロジェクトの主な事業②
（２）誰一人取り残さない社会づくり

　　　　　　　　　　　　　　　27事業　1億7,354万円
①健康の増進・福祉の充実

　・介護予防手帳配付事業　　　　　   　　 　　　 19,708千円

　・オーラルケア・フレイル予防事業　　　　　　  15,685千円

②女性の活躍の推進

　・子宮頸がん予防（HPV）ワクチン接種推進事業　10,000千円

　・女性の健康サポート普及啓発事業　  　　　　　　2,500千円

③多様な市民が活躍する社会づくり

　・こころつなぐライン相談事業　　　　　　　　　15,300千円　

　・外国人住民向け生活オリエンテーション

　　　　　　　　　　　　　　　　 動画等作成事業　 6,600千円
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戦略プロジェクトの主な事業③
（３）未来への投資　　　　　　30事業　4億6,049万円

①少子化対策・子育て支援の推進

　・ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業  　　　2,605千円

　・不登校児童生徒学習支援体制整備事業　　　　20,458千円

　・フェニックス自然動物園リニューアル事業　　38,216千円

②質の高い学校教育の推進

　・小・中学校トイレ洋式化推進事業　　　　　　80,000千円

　・デジタル採点システムモデル校導入事業　　 　 2,310千円

　・小中学校プログラミング教育促進事業　　　　10,000千円

③ゼロカーボンシティの実現

　・「２０５０年再エネ導入」目標調査分析事業　10,000千円

　・家庭系生ごみ減量促進事業　　　　　　  　　　2,900千円
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市役所改革・DX推進事業

　・職員の働き方改革推進事業（BPR調査） 　24,948千円

　・職員の意識向上（自己研鑽）推進事業　　　　420千円

　・新庁舎執務環境モデル事業　　　　　　　　6,332千円

（１）市役所改革推進事業　　　　３事業　　  3,170万円

（２）DX推進事業等　　　　　　 22事業　3億9,411万円

　・スマート窓口サービス推進事業　　　　　　　 66,000千円

　・クラウド利用型庁内インフラ整備事業　　　　 17,000千円　

　・障がい福祉窓口業務電子処理化事業　　　　　　8,099千円

　・地域活動のデジタル化推進事業　　　　  　　　 2,394千円
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財政健全化の取組
　　中期財政計画（計画期間：平成３０年度～令和６年度）

　　　財政目標１　『市債残高の圧縮』　　　目標額２００億円以上（対H29比）

　　　財政目標２　『財政調整基金の確保』　目標額 ９０億円以上（R６末残高）

■市債残高の推移 ■財政調整基金の推移

目標ライン
1,654億円

（億円）

　目標比 +２億円（R6末）　目標比 △10億円（R6末）

目標ライン
90億円

（億円）

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

1,854 1,814 1,777 1,794 1,766 1,720 1,669 1,644

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

105 110 101 96 115 130 109 92
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